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研究成果の概要（和文）：

本研究では、フリーエージェント社会の台頭，地域中間労働市場の形成を核に，わが国にお

ける地域再生の基本デザインおよび具体的政策提案を行った。「働く」ことや「仕事」のあり方

を機軸とした地域再生策の提案は，これまでわが国において閑却されてきたアプローチであり，

次世代の地域経済を考える上で貢献を行ったと考えている。実際には、フリーエージェント型

就業を体現する社会的企業に焦点を当て、就業実態に関わる実態調査、国内外先進事例調査を

実施した。

研究成果の概要（英文）：
The aim of this research is to present policy suggestions on regional regeneration

from the perspective of the emergence of a free agent nation and an intermediate labour
market.

Though the regional regeneration policy from the point of view of "working" is not paid
too much attention in Japan, we found that it is important to build a new region-based
labour system based on creating employment opportunities for our communities. In this
research, we focused on the social enterprises which embody the working style of free
agents and analyzed social enterprises in Japan and the United Kingdom.
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１．研究開始当初の背景

人口減少・高齢化，情報社会への急進は，「組

織」のあり方を抜本的に再編しつつあり，「働

く」ことの意味や意義の多様化に関する点検

は喫緊の課題である。ソーシアルキャピタル

の醸成と大きく関わるフリーエージェント

化は，地域固有の課題に直面しその再生に悩

む都市・地域の問題である。
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日本における「働く」ことに関わる議論は，

フリーターやニート問題など，どちらかとい

うと社会学的アプローチを深化させてきて

いる。本研究では、こうした既往の日本にお

ける研究動向をも包摂しつつ、社会の成熟に

ともなう「関係性の転換」などより総合的・

包括的理論・政策研究が不可避である点に焦

点をあてている。その意味で，地域労働市場

のあり方をフリーエージェントという新た

な主体の台頭から検討することは，地域再生

の重要な断面を提供することになる。

２．研究の目的

労働のフリーエージェント化とは，企業や

政府といった組織に雇用されるのではなく，

直接組織に属していない就労形態の拡大を

指している。本研究では，こうした非組織型

就労の拡大が，地域における雇用創出や地域

経済の再編・再生に及ぼす影響について，地

域経済や社会全体の再編成を通して総合的

に検討を行い，こうした「働き方」を核とす

る地域固有の「地域中間労働市場」形成の可

能性，これに伴う地域再生の諸課題にたいし

て具体的な政策提言を行おうとするもので

ある。

３．研究の方法

本研究は，フリーエージェントに関わる理論

構築及びその実態解明を行うと同時に，具体

的な政策形成と地域政策としての実現を狙

いとしている。研究方法として，地方自治体

の雇用・産業政策部局担当職員との協働研究

タスクフォースを設置し検討を進めた。具体

的研究の方法は以下の通りである。

(1)フリーエージェントと地域中間労働市場

に関わる理論研究。

(2)フリーエージェントの実態把握・国際比

較：社会的企業に焦点

(3)地域中間労働市場形成の可能性と新たな

雇用創出に関する検討とそのための政策

提案

４．研究成果

「労働のフリーエージェント」概念は，

Daniel Pink による「米国において既に労働

人口の 4 分の１がフリーエージェント」とい

う労働市場転換の議論に端を発し，現在，そ

の社会経済的インパクトについて先発資本

主義諸国を中心に調査研究がスタートした

ばかりである。人口減少・高齢化，情報社会

への急進は，「組織」のあり方を抜本的に再

編しつつあり，「働く」ことの意味や意義の

多様化に関する点検は喫緊の課題である．ソ

ーシアルキャピタルの醸成と大きく関わる

フリーエージェント化は，地域固有の課題に

直面しその再生に悩む都市・地域の問題であ

る。

日本における「働く」ことに関わる議論は，

フリーターやニート問題など，どちらかとい

うと社会学的アプローチを深化させてきて

いる。本研究では、こうした既往の日本にお

ける研究動向をも包摂しつつ、社会の成熟に

ともなう「関係性の転換」などより総合的・

包括的理論・政策研究が不可避である点に焦

点をあてている。その意味で，地域労働市場

のあり方をフリーエージェントという新た

な主体の台頭から検討することは，地域再生

の重要な断面を提供することになる。

本研究の全体像は図に示している。第 1 章

では、本研究テーマを取り上げた「問題の所

在」を概説している。第２章では、日本にお

いて台頭の萌芽がみられる小組織企業の動

向について検討を行っている。次世代の都市

／地域経済は小組織企業が重要な役割を果

たすことになる。第３章は、フリーエージェ

ント社会について D.Pink のフリーエージェ

ント社会論を軸に、本研究で議論する小組織

企業を社会的企業に焦点を当てることを明



示した。第 4 章では、地域労働市場の変化の

なかで、フリーエージェントが支える社会的

企業が果たすや役割を、第 5 章では社会的企

業を駆動力とした新たな地域経済政策のあ

り方を論じた。第 6 章は、フリーエージェン

トが活躍する社会のインフラとしてソーシ

ャル・キャピタルを取り上げ、空間構造やコ

ミュニティ開発との関係について論じた。第

7 章は、都市の雇用就業問題にたいし、社会

的企業が果たす役割について都市政策の視

点から論じている。第 8章は、こうしたフリ

ーエージェントが起業家として支える社会

的企業の実態について、英国での状況を論じ

た。第 9章は、地域再生をテーマに、小組織

企業の可能性をソーシアル・インクリュージ

ョンの視点から論じた。

図 本研究の全体構造

研究成果は、フリーエージェント社会に向け

た政策提言にある。都市政策から雇用就業領

域に関わるポイントとフリーエージェント

を体現する 2つのタイプのマイクロ・ビジネ

ス醸成について提言を行った。

(1) 社会企業など新たな活動主体とのパー

トナーシップ形成を積極的に推進すること。

雇用就業問題は政府・自治体がこれまで行っ

てきた縦割り型の施策での対応に限界があ

ることはこれまでにも指摘してきた。さらに、

現場での個別ケースへの対応、労働弱者への

個人対応、また状況変化への機動的即応など

は、専門的な経験やノウハウを有する社会企

業や NPOと緊密な連携をとることによってき

め細かな施策の実現が可能となろう 。

(2) 社会的経済形成のために、柔軟な労働

市場形成、さらには社会全体の資金分配の仕

組みを再編することが喫緊の課題。近年、社

会的企業や NPOで意欲的に仕事をしている若

者も多くなってきたが、人材不足は否めない。

その背景には、硬直的な日本の労働市場が関

わっている。これまで顕在化してこなかった

かかる新しい領域での仕事が社会的に認知

され、ここでの活動を契機に企業、自治体、

大学等がこうした経験者を受け入れるとい

うことがあれば、若い人々がこうした働き方

を選択する可能性は大きくなる。その意味で

は、今なお日本の労働市場は硬直的で、技術

系人材はともかく、こうしたタイプの意思や

専門性を持った人材の流動性は低い。既存セ

クターに組み込まれた労働市場を、新たに形

成されたセクターに接続するための仕組み

が必要である。また、社会全体の資金循環の

仕組みが旧来のシステムのままで、新たに形

成されつつあるセクターに資金が流入して

いない。新しいセクターに資金が循環する制

度設計が必要である。2英国ではコミュニテ

ィ利益会社（Community Interest Company）

が制度化された。コミュニティや社会を支え

るビジネスを社会に位置づけ、その主体であ

る社会的企業を支えようとする試みは着目

してよい。わが国地域再生においても、市

場・公共の２分法から脱却し、社会的経済と

いう調整の仕組みを組み込んでいく必要が

あろう。

(3)リスクに挑戦するフリーエージェントあ

るいは彼らが組成するマイクロ・ビジネスを

支える仕組みが必要。都市におけるイノベー



ション創出に関わるリスクを誰が取るのか。

いかなるイノベーションもその創出にはリ

スクがともなう。都市経済のこれまでの主要

主体である大企業は個別工場が抱えるリス

ク負担を嫌うし、地方自治体は組織の性格上

基本的にこれを避けてきた。都市の社会経済

システムにかかるリスクを担う仕組みを組

み込む必要がある。小組織企業や社会的企業

が形成する「市場」は、こうしたリスク負担

の仕組みであるが、これを支える都市システ

ムが用意されていなければならない。自治体

から NPOや社会企業にたいする不動産の貸し

出しや譲渡は、英国では地域再生の仕組みと

してアセット・トランスファーが制度化され

ている。アセット・トランスファーとは、地

域の不動産等を公共部門から NPO や社会的企

業など地域活動組織にその所有権やマネジ

メントを移すこと意味している。地域社会の

マネジメント主体として急速に台頭しつつ

ある NPOや社会的企業もその経営基盤は脆弱

であり、かかる制度整備が待たれる。

(4)情報化・グローバル化のなかで、取引リ

スクを最小化するための「信頼」形成のため

の仕組み作りが重要。情報化・グローバル化

の時代において、取引リスクを最小化するた

めの「信頼」形成の仕組みづくりは喫緊の課

題というべきだろう。この点に関して、企業

同士の課題ゆえ政策的対応はむつかしいが、

間接的ながら「信頼」形成を以下のような形

で支援することは可能だ。ひとつは、実績も

乏しく経営組織としても脆弱なマイクロ・ビ

ジネスに、自治体がその実力を評価して契約

を結ぶことだ。自治体との契約が、当該マイ

クロ･ビジネスの評価となり、その後の取引

費用は著しく小さくなることが期待される。

また、そのビジネスのあり方や技術への顕彰

制度も、マイクロ･ビジネスの評価の情報共

有を行ううえで効果的である。

(5)フリーエージェント／マイクロ・ビジネ

スが市場から「撤退」する際のマネジメント

支援が必要。市場からの「退出」マネジメン

ト支援である。もともと、小組織企業群の特

徴は、ダイナミックに展開する「生成・消滅」

にある。企業の「消滅」を倒産・廃業に直結

するのではなく、創業過程からの退出戦略と

して「整理・清算」「売却」「ライセンシング・

ビジネスへの転換」「株式公開」を位置づけ

ることが重要である。さらに重要な点は、か

かる退出が次の起業・創業につながる仕組み

である。小規模組織企業がリスク取るとき、

これらを都市が支える仕組みを早急に検討

する必要がある。

(6)フリーエージェント／マイクロ・ビジネス

を担う人材養成。日本の大学教育の抜本的改

革が必要。マイクロ・ビジネスを担う起業家

の多くは既存企業からのスピン・アウトであ

るが、現時点では必ずしも明瞭に顕在化して

いるわけではない。一方で、起業家となる人

材を育てることも政策的観点から検討の余

地がある。かつて、欧州に企業・商工会議所

が連携した国際起業家大学が作られたこと

がある。多くの大企業が保有する技術やシー

ズをビジネス化する人材育成を目的とする

起業家を養成しようという大胆な発想なも

のであった。世界中から野心のある若者が集

まり、幾多のベンチャー・ビジネスを輩出し

たという。こうした仕組みは、企業・経済界

と大学がきわめて強いパイプで結ばれて実

現するものであろう。たとえば、大阪湾ベイ

エリアには、日本を代表する大企業・中堅企

業群が今も立地しており、自治体との連携の

下にかかる人材育成のための組織や仕組み

を作ることはイノベーション神戸の基盤と

なるだろう。社会に出るためのチャンスを提

供しようとするこうした仕組みは、世界の若

者にとって魅力的なものとなるはずである。
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